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１【提出理由】 

 平成 25 年 6 月 27 日開催の当社第 144 期定時株主総会において、決議事項が決議されましたので、金融商

品取引法第 24 条の 5 第 4 項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第 19 条第 2 項第 9 号の 2 の規定に基づ

き、本報告書を提出するものであります。 

 

２【報告内容】 

（１）当該株主総会が開催された年月日 

   平成 25 年 6 月 27 日 

 

（２）当該決議事項の内容 

  第 1 号議案 剰余金の配当の件 

   ① 配当財産の種類 

     金銭 

   ② 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額 

     当社普通株式 1株につき金 3円 50 銭 

     総額 4,412,110,374 円 

   ③ 剰余金の配当が効力を生じる日 

     平成 25 年 6 月 28 日 

 

  第 2 号議案 取締役 17 名選任の件 

越村 敏昭、野本 弘文、杉田 芳樹、高橋 遠、今村 俊夫、桑原 常泰、巴 政雄、泉 康幸、渡邊 功、

八方 隆邦、鈴木 克久、大野 浩司、星野 俊幸、髙橋 和夫、根津 嘉澄、小長 啓一及び金指 潔の 17

名を取締役に選任する。 
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（３）当該決議事項に対する賛成、反対及び棄権の意思の表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決され

るための要件並びに当該決議の結果 

決議事項 賛成（個） 反対（個） 棄権（個） 可決要件 決議の結果 

（賛成の割合） 

第 1 号議案 888,760 1,915 92 （注）１ 可決（98.51％） 

第 2 号議案 （注）２  

 越村 敏昭 865,094 27,330 7  可決（95.71％） 

 野本 弘文 880,622 8,379 3,431  可決（97.43％） 

 杉田 芳樹 882,227 6,774 3,431  可決（97.61％） 

 高橋 遠 882,560 6,442 3,431  可決（97.65％） 

 今村 俊夫 882,525 6,477 3,431  可決（97.64％） 

 桑原 常泰 882,533 6,469 3,431  可決（97.64％） 

 巴 政雄 882,573 6,429 3,431  可決（97.65％） 

 泉 康幸 882,581 6,421 3,431  可決（97.65％） 

 渡邊 功 882,621 6,381 3,431  可決（97.65％） 

 八方 隆邦 882,284 6,718 3,431  可決（97.61％） 

 鈴木 克久 882,408 6,594 3,431  可決（97.63％） 

 大野 浩司 882,578 6,424 3,431  可決（97.65％） 

 星野 俊幸 882,682 6,320 3,431  可決（97.66％） 

 髙橋 和夫 882,602 6,400 3,431  可決（97.65％） 

 根津 嘉澄 665,995 226,431 7  可決（73.68％） 

 小長 啓一 885,421 7,005 7  可決（97.96％） 

 金指 潔 818,449 73,978 7  可決（90.55％） 

（注）１．出席した議決権を行使することができる株主の議決権の過半数の賛成であります。 

   ２．議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主の出席及び出席した当

該株主の議決権の過半数の賛成であります。 

 

（４）議決権の数に株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった理由 

 本総会前日までの事前行使分及び当日出席の一部の株主から各議案の賛否に関して確認できたものを合計

したことにより可決要件を満たし、会社法上適法に決議が成立したため、本総会当日出席の株主のうち、賛

成、反対及び棄権の確認ができていない議決権数は加算しておりません。 

以 上 
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